


2

（２）国内での事業展開
　同社は地域資源である甘藷を軸に、自社で農業生産・食品加工・製品販売の一体的な推進を図る６次産業
化に取り組んでいる（図表２）。無添加・無着色のままで加工した業務用のペーストやパウダー等の商品を
県内外の食品卸やパンメーカー、和菓子店等へ納入している。
　一般向け小売商品では、いきなり団子を同業他社と組織した事業組合を通じた全国の百貨店催事への出品
で知名度を上げ、首都圏、関西等での販路拡大に繋げた。また、その他の菓子製品や芋焼酎等の酒類製品
（常楽酒造㈱へ生産委託）なども直営店や百貨店・物産館、また通販サイト（自社・大手通販）で販売して
いる。　

図表２　（有）コウヤマの６次産業化の概要

一次産業 自社農場で生産
甘藷（高系１４号・アヤムラサキ）

自社で製品へ加工
一般向け菓子類
　　：いきなり団子等の菓子
食品加工業向け原料
　　：紫芋パウダー・紫芋ペースト
芋焼酎（生産委託）

二次産業

革

三次産業 製品の卸・小売販売（直営・委託販売）
百貨店・スーパー・物産館・ネット通販

革

同社の小売商品の一部

▼

業務用にも出荷する
　芋ペースト
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（１）国内から海外展開へ　～長年の構想～
　香山会長は２０００年代初めの頃から国内・県内の食料需要の先細りへの対策が必要と感じていた。現在では
生産者自身による海外への営業活動も一般的になったが、当時の常識を超える構想に同業者らの反応は弱
かった。それでも同社は農業法人の枠を超えた優れた加工品の商品化、販路開拓を実現し、着実に実績を積
み重ねてきた。　

（２）海外展開の実現　～２００９年香港へ～
　同社は２００９年に香港の高級スーパーストア「city'super」へ国内仕様のいきなり団子等で催事出店を行い、
長年の目標であった海外展開を実現させた。品質が高い日本産食材を求める利用者が多い香港では、現在は
飲食店のグランドメニューのデザート向けなどにも利用が拡大している。

（３）海外展開の拡大　～２０１２年米国へ進出～　
　同社は以降も海外市場の視察を繰り返し、県内外での輸出商談会や単独での海外の食品商談会へ積極的に
参加して現地バイヤーを開拓してきた。２０１２年から米国ハワイで販売を始め、ロサンゼルスの日系量販店と
の取引も実現した。

（４）想定外の事態と戦略の転換　～２０１４年パリで窮地～
①パリで窮地
　同社の転機は、２０１４年に欧州最大級の総合食品見本市「SIAL Paris」（パリで開催）への初出品時である。
ＥＵへの販路拡大のため数々の商品を冷凍輸送したが、移送中に業者の不適切な取扱いで解凍・再凍結が繰
り返され、すべての商品が使用不能となる想定外の事態に陥った。
　この窮地を救ったのが小袋分けで携行していた「紫芋パウダー」
であった。これはアヤムラサキの乾燥粉末であり、食材の風味を
損わずに天然色素で鮮やかに彩ること
ができる製品である。サンプル配布し
たところ、ＥＵの厳しい食品規制でも
類例のない優れた着色料食品として注
目され、現地バイヤーとの取引のきっ
かけを得た。
②経験に学ぶ
　この経験により、同社は「生もの製品」の冷凍輸送時のリスク
とともに、長時間・長距離の常温輸送でも優れた品質が劣化しな
い自社製品の優位性を改めて認識した。これ以降、紫芋パウダー
を加工原料として輸出販売戦略の主軸としている。その戦略の一
環として、見本市等で特にＥＵへ担当取締役が赴任する際には、
繁華街のスイーツショップやレストラン等へ「飛び込み営業」を
行っている。実際の使用者であるパティシエやコックへまず存在
を認知してもらうため、少量の紫芋パウダーを試用品として配布
し、商品説明と利用の勧誘を行っている。

　　海外展開2

海外でのプロ向け試食会にて

例年参加する「SIAL Paris」にて紫芋パウダー

➢初期の海外展開では国内仕様商品の販売を計画。２００９年香港の高級スーパーへの催事出店を契機に本
格化。以後も海外での展示会に積極的に参加。
➢パリでの経験を教訓に、食品加工原料としての「紫芋パウダー」を海外展開の主軸へ転換。
➢香港やシンガポール、タイ等のアジア地域や、米、英、ＥＵ諸国など約１０ヵ国に取引を展開。



4

（５）教訓を糧に成功へ　～２０１６年タイへ輸出拡大～
　パリでの経験を教訓に、同社が２０１６年にJETROの助言を得て香港の食品展示会「Food Expo」へ出品した
際には、タイの企業から紫芋パウダーへ高い関心を受け、以後の取引拡大に繋がった。この企業は同国の大
学教授や研究機関等と紫芋パウダー活用によるオリジナル商品の開発を行い、バンコク市内のタピオカドリ
ンク店等へ独自供給するなどを行っており、こうした活動が需要拡大の主因となっている。
　またタイでは、紫色のベーカリー関連製品（菓子パン・中国系菓子等）やスイーツ類（焼きケーキ・かき
氷等）などが一般的である。これはタイでも健康志向が強まりアントシアニン（脚注①）に富む紫芋に需要
がある上に、タイ国民間のＳＮＳ上でカラフルな食品の画像が人気という下地がある。また、紫色が国民から
高い敬愛を集める王女のシンボルカラーのため、特に女性から好まれる傾向もあると思われ、今後も紫芋パ
ウダーは安定した需要が見込まれる。

（６）約１０ヵ国への海外展開　～アジアからＥＵへ～
　現在同社ではシンガポールやマカオ等のアジア向けのほか、ＥＵや英国・ドバイなど約１０か国に海外展開
を図っている。近年の総売上高３～４億円前後（年により増減あり）のうち、海外分が約１０００万円程度を占
める（タイ１国で海外分の半分程度）。
　また、同社は一定の販路を構築したアジアよりも欧州を重視した営業活動を行う理由に、早期の知名度向
上による販路拡大を挙げている。日本での需要減少への対策だけでなく、
アジアへの輸出で競合する日本企業が次のマーケットとして更にＥＵへの販
路を求めてくることへの対策も必要である。現在でも既に遅いと感じており、
少しでも早い自社製品の認知拡大が急務だとの認識である。なお、日ＥＵ経
済連携協定（Ｅ ＰＡ）発効がプラスに作用した影響か、同社では２０１９年２月以
降はフランスへの紫芋パウダーの輸出取引が増加している。

紫芋パウダーを使った焼き菓子
：パリにて

Facebook　　
#kumamotodream #purplesweetpotato
#imo #atmteabar #ateamoment 
#tea #bubbletea #milktea 
#bangkokcafe

バンコクのタピオカティーショップ
「ATM Tea Bar」の
“Kumamoto Dream”

注① 紫芋に豊富に含有されるアントシアニンはブルーベリー等の植物にも
多く含まれ、抗酸化物質として健康食品に含有される事例が多い。
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（１）国際取引を後押しする管理体制・生産能力を更に強化
　同社では安定した製造能力の強化と、堅実な管理体制の構築に努めている。そのなかで海外展開には自社
製品の高品質をアピールする国際認証が必要との考えから、２０１１年に県内初の「全国菓子工業組合連合会
HACCP」の認証を取得している。更には２０１８年に農産物生産工程管理の国際認証「GLOBALG.A.P.」も取
得している。
　こうした努力により、同社はパリでの経験を教訓に、長時間・長距離の輸送時の品質維持という課題解決
に向け、賞味期限の長い製品の開発を進めている。特に日本の食材を高級品と評価するアジア諸国向けに、
小売商品の冷凍輸送時の品質維持技術に改良を重ね、いきなり団子等の菓子類や紫芋ペースト等の輸出拡大
とブランド化を推進している。

　　今後の展望

国際認証「GLOBALG.A.P.」の認証を取得した
自社農場での作業風景

3

食品安全、労働環境、環境保全に配慮した
「持続的な生産活動」を実践している

➢国際取引に適応した管理体制・生産能力の強化に、国際認証「HACCP」や「GLOBALG.A.P.」を取得。
➢現地の文化を理解してニーズに合わせた商品開発を進め、自社製品の優位性をアピール。
➢担い手確保として外国人を採用しベトナム人９名を雇用。

HACCP認証を取得した同社工場の製造エリア

食品の安全性を確保して自社生産の
農作物を加工
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（２）現地の文化を理解した市場拡大
　同社によると、輸出比率が高いタイ向けには、国内外で競合他社が存在し、沖縄からも紫芋・紅芋のパウ
ダー等が輸出される。海外での「熊本」の認知度は低いことに加え、「沖縄の紅芋との差別化」について問わ
れることも多く、また輸出に補助金がある沖縄との競合で不利という。同社では自社製品の「生産・加工の
トレーサビリティが確立した高品質」を掲げ、安全性や信頼性を前面に打ち出している。
　一方で、ＥＵ、特にフランスでは甘藷は一般的な農作物ではあるが“ややグレードが低い食べ物”という
現地在住の日本人の意見もあり、「甘藷の素材を活かした製品」よりもイメージがまったく離れた加工原料と
しての紫芋パウダーの方が受け入れられやすい傾向がある。日本製の抹茶が緑の色付け食材として人気があ
る様に、紫芋パウダーも風味を損わない紫色の粉という意外性と有用性に評価が高いという。

（３）顧客開拓と売上拡大策
　同社は基本的に国内外とも自社で顧客開拓を行い、商品配送も商社経由のほかに半数程度を自社で行って
いる（ＥＭＳ（脚注②）を利用）。輸出商品については、定期取引でも小売商品は少額で受注サイクルが長い
傾向があり、加工原料の方が一度定例化すれば受注サイクルは短く、売上も見込め、運送コストも少なくて
済むという。この点でも加工原料としての販路を拡大したい意向が強い。
　その他にこれからの検討課題としては、紫芋に含有されるアントシアニン等に着目した健康食品の新製品
開発などが挙げられるという。

（４）海外からの人材の確保と今後の活用の展望
　同社では季節に拘わらず通年で５０名が従事している。そのうちベトナム人社員が９名在籍し、貴重な戦力
として今後も増員したい意向である。将来的には同国に生産拠点を設け、同国籍社員が帰国した際には幹部
での活用も構想している。
　また、今後の人材活用の国際的な環境変化への対応策も含め、人手不足を補う対策としてのスマート農業
（ロボット化）・Ｉ ＣＴ化の導入については、費用対効果を見極めながら検討する計画である。

➢同社は規格外農作物の有効活用や長期的な国内・県内の食料需要の縮小に備え、甘藷を核とした６次
産業化による農作物の付加価値向上や加工品の海外輸出により、域内の農業の活性化を図っている。
➢海外のニーズに合致した高い付加価値の農産加工品を輸出する同社の取り組みは、本県の地域資源活
用の好例の一つといえる。

おわりに

注② 日本郵便㈱の国際スピード郵便（冷蔵小包輸送も可能）


